
新

　

幼 幼 幼 社教 国宝(健) 独法
小 小 小 青少 重文(健) ほか
中 中 中 社体 登録(健)

ほか

・線状降水帯による記録的な大雨により大雨特別警報を発表。
　（9月21日10:50 石川県輪島市、珠洲市、能登町　翌22日10:10に特別警報から警報に切り替え）

（３）休校・短縮授業となっている学校等　

＜文部科学省＞

・令和6年9月20日からの大雨に係る関係省庁災害対策会議に参事官（施設防災担当）が出席。
　(第1回：9月21日、第2回：9月22日、第3回：9月23日、第4回：9月25日）

2．文部科学省関係の被害情報 （9月26日12時00分時点）
（１）人的被害（児童生徒等）　※学校管理下
・被害報告なし。引き続き情報収集中。

令 和 6 年 9 月 26 日 13:30
文 部 科 学 省

9月20日からの大雨による被害情報（第３報）
※これは速報であり、数値等は今後も変わることがある。

※下線部は、前回からの変更箇所。

1．気象の概要 （気象庁情報）

（２）物的被害情報

都道府県名
国立学校
施設（校）

公立学校
施設（校）

私立学校
施設（校）

社会教育・体育・
文化施設等（施設） 文化財等（件）

独立行政法人等
（施設） 計

秋 田 県 3 3
宮 城 県 1 1

山 形 県 3 3

新 潟 県 1 1

石 川 県 1 9 3 13

奈 良 県 1 1

福 岡 県 1 1

熊 本 県 1 1

8県

幼 幼 幼 社教
計 2 12 3 6 1 24

小 小 4 小 青少 1
1 国宝(建) 独法

重文(建)
中 中 4 中 社体 4

ほか
登録(建)

ほか 重文(美)高 高 2 高
特別 特別 2 特別
大学 2 大学 大学 2

特史

高専 短大 短大 1
史跡 1

都 道 府 県
名

国立学校
施設（校）

公立学校
施設（校）

私立学校
施設（校）

社会教育・体育・
文化施設等（施設） 文化財等（件）

独立行政
法人等（施設）

計

休校 短縮 休校 短縮 休校 短縮 休館 短縮 休館 短縮 休館 短縮 休校等 短縮
2 10 2 10石 川 県

計 2 10

1県

2 10

1 8
1 2

独立行政
法人等（施設）

計

（４）避難所となっている学校等

都 道 府 県
名

国立学校
施設（校）

公立学校
施設（校）

私立学校
施設（校）

社会教育・体育・
文化施設等（施設） 文化財等（件）

石 川 県 17 3 20

1県

幼 幼 幼
20計 17 3

小 小 11 小 青少
社教 3 国宝(健) 独法

中 中 4 中 社体
重文(健) ほか

文化
登録(健)
特史義務 義務 2 義務

【省内の体制整備等】
・文部科学省災害情報連絡室（室長：参事官（施設防災担当））を設置。(令和6年9月20日15時00分）

3．文部科学省等の対応

・令和6年9月20日からの大雨に係る関係省庁災害警戒会議に災害対策企画官が出席。(令和6年
　9月20日）

ほか

特名

主な被害状況：敷地内の法面崩壊、校舎等の床上浸水　等



・石川県教育委員会等宛てに、児童生徒等の安全確保のため、教育活動実施に当たっての留意点を
　まとめた事務連絡を発出。（令和6年9月24日）

＜国立研究開発法人防災科学技術研究所＞

・防災クロスビュー「令和6年9月21日　大雨特別警報」を開設。（令和6年9月21日）

＜国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構＞

・引き続き、教育委員会等の関係機関と連携を密にしつつ、被害状況の把握に努める。

・現地調査のため、研究員を石川県内に派遣。（令和6年9月23日～9月24日）

4．今後の対応

・国土交通省からの要請に基づき、SAR衛星「だいち2号」による能登半島の緊急観測を実施し、
　国土交通省等に衛星データを提供。(令和6年9月22日）

・「令和6年9月21日からの大雨」  をＨＰで公開。（令和6年9月21日）

・被災した公立学校施設の早期復旧を図るため、災害復旧に係る現地調査前の復旧事業の着手
　等について、石川県教育委員会宛てに事務連絡を発出。（令和6年9月24日）

【学校等の安全確保】

【職員の派遣等】
・「被災地学び支援派遣等枠組み」（D-EST）の一環として、被災地の被害状況や課題等を把握する
　ための文部科学省職員2名を石川県（輪島市、珠洲市）に派遣。（令和6年9月25日）

【学校施設等の災害復旧等】

＜国立大学法人等の対応＞
・金沢大学附属病院について、要請を受けて、災害派遣医療チーム（DMAT）を派遣。（令和6年9月
　22日～9月23日）

【被災した児童生徒等への支援・配慮等】

・関係教育委員会、公私立大学、全国の国立大学法人に対し、児童生徒等の安全確保と文教施設
　の被害状況の把握、二次災害防止を要請。（令和6年9月20日）

・教科書事務に関する留意事項について各都道府県教育委員会宛に事務連絡を発出。（令和6年
　9月24日）

＜担当＞ 文教施設企画・防災部参事官（施設防災担当）付
電話：（代表）03－5253－4111 内線3674、2290


